
日時：2025年3月14日（金）

中国時間13:30-17:00(日本時間：14:30-18:00)

主催：日本貿易振興機構（JETRO）北京事務所・中国IPG

2024年度第3回中国IPG全体会合



①紛争・訴訟専門委員会
②模倣品対策専門委員会
③特許流通専門委員会
④自動車・自動車部品ＷＧ
⑤農薬ＷＧ
⑥知財政策動向ＴＦ
⑦交流ＴＦ

⑧渉外委員会
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各専門委員会による今年度活動内容・成果の報告



2025年3月14日

紛争・訴訟委員会 委員長
中野 謙治

（村田（中国）投資有限公司）

2024年度 専門委員会

紛争・訴訟委員会
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2024年度 紛争・訴訟委員会
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１．テーマ

➢最高人民法院が公表する重要判例、等を題材に、中国司法実務の最新
の判断基準などを研究し、参加企業の紛争訴訟実務への参考とする。

➢興味のあるテーマごとに、少人数のＷＧを形成する。

➢ＷＧ内で個別に研究、討論を行い、テーマごとに最終報告書を作成する。

①最新判例研究

②特定テーマ研究

判例一覧名称 判例件数等

2023年10大知的財産案件 １０件

2023年50の典型的知的財産案件 ５０件

最高人民法院知的財産法庭裁判要旨適要（2023） １０４件

最高人民法院知識産権法庭成立五周年十大影響力案件 １０件

最高人民法院知識産権法庭成立五周年100件典型案例 １００件



2024年度 紛争・訴訟委員会

＜参加企業リスト（45社）＞
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（順不同）

村田（中国）投資有限公司 日東電工（中国）投資有限公司 矢崎（中国）投資有限公司 東芝(中国)有限公司

株式会社INFORICH YKK（中国）投資有限公司 三菱ケミカル株式会社 三菱電機（中国）有限公司

日立（中国）有限公司
松下電器研究開発（蘇州）有限公司
松下電器(中国)有限公司

本田技研工業（中国）投資有限公司 安川電機（中国）有限公司

三菱重工（中国）有限公司 キヤノン（中国）有限公司 AGC（中国）投資有限公司 アルプスアルパイン（中国）有限公司

リコー（中国）投資有限会社 エプソン（中国）有限公司 柳沈法律事務所 永新専利商標代理有限公司

広東敦和（上海）法律事務所 林達劉グループ 森・濱田松本法律事務所 啓源国際特許商標事務所

上海博邦知識産権服務有限公司
(BOB)

金杜法律事務所 上海専利商標事務所有限公司 NGB株式会社

北京万慧達知識産権代理有限公司 上海光華特許事務所 昱路（上海）知識産権服務有限会社 北京路浩国際特許事務所

IP FORWARD法律特許事務所 泰和泰（北京）法律事務所 北京銘碩特許法律事務所 TMI総合法律事務所

観永法律事務所 北京天達共和律師事務所 北京隆安法律事務所 北京鴻元知識産権代理有限公司

上海君瀾法律事務所 Beijing EAST IP Ltd. 北京銀龍知識産権代理有限公司 上海金天知的財産代理事務所

広州鋭正知識産権服務股份有限公
司



2024年度 紛争・訴訟委員会
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2024年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

2025年

１月 ２月 ３月

委員会開催日

重要判例研究

特定テーマ研究

ジェトロ会議室＆オンライン会議形式で開催
●重要判例研究発表
●特定テーマの報告

各社から判例を発表、２９件実施済み

テーマ決定
活動内容決定

２つのテーマを選定し、別途会合を設定して活動
（判例研究や事例ディスカッションなど）

２．今年度の活動内容

【開催頻度】 毎月一回（第二金曜日の午前中）

【参加者数】 ４５社８１名がエントリー



2024年度 紛争・訴訟委員会
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発行元 判例一覧名称 判例件数等

最高人民法院 2023年中国法院10大知的財産案件 １０件

最高人民法院 2023年中国法院50の典型的知的財産案件 ５０件

最高人民法院 最高人民法院知識産権法庭裁判要旨摘要（2023） １０４件

最高人民法院 最高人民法院知識産権法庭成立五周年十大影響力案件 １０件

最高人民法院 最高人民法院知識産権法庭成立五周年100件典型案例 １００件

①最新判例研究

最高人民法院から公表される案件、等の中から、
毎月開催される会合で3～4件ずつ発表・討論を実施した。



2024年度 紛争・訴訟委員会
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➢ 参加メンバーが興味を持つ、様々な種類の判例が選択された。

※詳細は「【研究成果】研究済み判例一覧表」を参照ください。

特許・実案 ： 13件

商標 ： 8件

著作権 ： 1件

不正競争 ： 3件

営業秘密 ： 3件

その他 ： 1件

合計 ： 29件

判例一覧名称
発表件数
（重複あり）

2023年中国法院10大知的財産案件 4件/10件

2023年中国法院50の典型的知的財産案件 9件/50件

最高人民法院知識産権法廷裁判要旨摘要（2023） 14件/104件

最高人民法院知識産権法庭
成立五周年十大影響力案件

0件/10件

最高人民法院知識産権法庭
成立五周年100件典型案例

6件/100件
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2024年度 紛争・訴訟委員会
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2024年度 紛争・訴訟委員会



11

2024年度 紛争・訴訟委員会



2024年度 紛争・訴訟委員会
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テーマ 狙い リーダー 参加社数

（１）
先使用権抗弁の証拠に関する
事例の研究

侵害訴訟において、先使用権抗弁をするためにどのよ
うな証拠を収集すれば有効か、先使用権抗弁の成立/
不成立の理由、従来の範囲内の証明手段などについて、
事例を調査・研究して理解を深める。

林達劉グループ 15社

（２）
非侵害確認訴訟の研究

非侵害確認訴訟について、管轄法院、原告/被告国別、
「侵害警告」の確定、警告対象行為・製品の確定、賠
償金の主張根拠、反訴有無、立証責任・証明範囲、参
考価値などを研究し、実務業務の質を高める。

林達劉グループ 6社

（ミニ講座１）
不正競争防止法による知的財
産権保護の促進に関する研究

知的財産法で明確に規制されていない行為について、
権利者は不正競争防止法の角度から侵害を取り締まる
ことができる。 事例の紹介を通して、権利者がどの
ように保護を求めることができるか理解を深める。

広州鋭正知識産権
服務股分有限公司

セミナー
形式で
開催

（ミニ講座２）
侵害者の実質的支配者に対す
る連帯責任の追及に関する検
討

勝訴判決を取得したにも関わらず、侵害業者に財産が
なく損害賠償を執行できないこと、侵害行為の侵害者
の実質的支配者が、判決後に別途会社を設立して引き
続き侵害行為を実施すること等はしばしば見られる。
このような状況を回避し、実質的支配者を共同被告と
して連帯責任を負わせる方法の理解を深める。

IP FORWARD
セミナー
形式で
開催

②特定テーマ研究
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テーマ （１）先使用権抗弁の証拠に関する事例の研究

参加企業
（順不同）

村田（中国）投資有限公司、株式会社INFORICH、YKK（中国）投資有限公司、三菱ケミカル株式会社、三菱電機（中
国）有限公司、松下電器（中国）有限公司、理光（中国）投資有限会社、柳沈法律事務所、永新専利商標代理有限
公司、林達劉グループ、上海光華特許事務所、北京路浩国際特許事務所、北京銘碩特許法律事務所、北京天達
共和律師事務所、上海金天知的財産代理事務所
計15社（16名）

活動の狙い
侵害訴訟において先使用権抗弁をした事例（最高裁+地方高等裁判所による判決）を研究することで、実務への参
考とする。

活動プロセス

①侵害訴訟において先使用権抗弁をした事例（60件）を抽出。
②60件に対して、証拠の種類、証拠が認可されたかどうか、先使用権抗弁が成立したかどうか及びその理由、従来
の範囲内の証明手段などを各社分担で研究した。
③60件のうち、各メンバーが興味を持った1つ案件について、内容を研究しメンバー内で共有した。

意見交換先 参加メンバー内で議論した。

活動のまとめ

➢ 先使用権抗弁の証拠として、設計図面、技術方案文書、生産記録、加工契約、販売契約、領収書、物流書類、
電子メール、チャット記録などが重要な証拠である。そのうえ、製品実物またはサンプル、第三者検査報告、工
商登録情報及び証人証言等を活用すれば認められやすい。

➢ 先使用権抗弁の成功率を向上するために、技術的特徴の一致性、完全な証拠チェーン、先使用の時間証明、生
産規模の合理性、独立開発の合法性などに工夫する必要がある。

➢ 従来の範囲内の証明手段として、工商登録情報や企業信用報告書や契約の安定性などの証拠により、生産規
模の合理性を推定できる。生産拡大の反証がなければ、従来の範囲を超えていないと判断される傾向がある。

2024年度 紛争・訴訟委員会
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テーマ （２）非侵害確認訴訟の研究

参加企業
（順不同）

村田（中国）投資有限公司、松下電器研究開発（蘇州）有限公司、柳沈法律事務所、林達劉グループ、啓源国際特
許商標事務所、上海金天知的財産代理事務所

活動の狙い
非侵害確認訴訟に関する事例を研究することで、基本的な提訴要件や特別な判断標準などを分析して、将来の参
考資料として活用し、実務業務の品質を高める。

活動プロセス

①計83件の有効な非侵害確認訴訟事例を抽出。
②83件に対して、催告行為、賠償金の有無、反訴の有無、結果などの方面から、各社分担で研究した。
③研究の結果を詳細レポートを纏めた。
④83件のうち、各メンバーが興味を持った1つ案件について、内容を研究しメンバー内で共有した。

意見交換先 参加メンバー内で議論した。

活動のまとめ

➢ 特許権、商標権、著作権、植物新品種、集積回路レイアウト、ソフトウェア著作権、営業秘密について、すべて非
侵害確認訴訟を提出可能。その中、特許権関係は50%、商標権関係は42%を占めている。そして、経済が発展し
ている地域に、確認訴訟の案件がより多い。

➢ 確認訴訟に、原告も被告も、中国国内の企業がより多い。外国企業関係の事例がまだ少ない。
➢ 被告による権利行使行為について、書簡のほかに、リンク削除、行政摘発、税関保護、展示会クレーム、提訴を
撤回することなども含まれる。原告による催告行為について、回答状や弁護士書簡などのほかに、Wechat連絡、
公開な通知書、プラットフォームにおける反論なども含まれる。

➢ 賠償金（損失、合理的費用）について、一部支持される事例があるが、勝訴しても必ず認められるわけではない。
➢ 反訴は1/4あるが、著作権関連が一番多く、71.2%を占めている。ただし、反訴の勝訴率が低く、12.5%である。
➢ 結果として、非侵害主張が成立したのは7割以上で、半数以上の案件は二審まで争った。

2024年度 紛争・訴訟委員会
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模倣品対策委員会

2025年3月14日

委員長 田中佑弥

2024年度専門委員会

（三菱電機（中国）有限公司）

【年間報告】



参加企業一覧（33社）

（順不同、敬称略）

No. 会員名

1 日東電工（中国）投資有限公司

2 恩梯恩（中国）投資有限公司 （NTN）

3 富士電機北京事務所

4 京セラ（中国）商贸有限公司

5 KYB株式会社

6 理想（中国）科学工業有限公司

7 いすゞ自動車株式会社

8 富士フイルムビジネスイノベーション(中国)有限公司

9 東芝(中国)有限公司

10 威可楷（中国）投資有限公司 （YKK）

11 電装（中国）投資有限公司

12 村田（中国）投資有限公司

13 安川電機（中国）有限公司

14 日立（中国）有限公司

15 艾杰旭（中国）投资有限公司（AGC）

16 三菱電機（中国）有限公司

No. 会員名

17 麦姝商貿（上海）有限公司 （MASH）

18 キヤノン（中国）有限公司

19 資生堂（中国）投資有限公司

20 尼康映像儀器銷售（中国）有限公司（NIKON）

21 カシオ（中国）貿易有限会社

22 貝親管理（上海）有限公司

23 日本ヤマハ発動機株式会社北京事務所

24 本田技研工業（中国）投資有限公司

25 ヨネックス株式会社

26 五十鈴（中国）企業管理有限公司

27 オムロン（中国）有限公司上海分公司

28 松下電器(中国)有限公司

29 日産(中国)投資有限公司

30 トヨタ汽車（中国）投資有限公司

31 爱普生（中国）有限公司 （EPSON）

32 東陶(中国)有限公司 （TOTO）

33 索尼（中国）有限公司
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24年度活動方針

■活動目的

委員会全体の模倣品対策活動のレベル向上

■基本的な考え方

①模倣品対策活動は、参加企業間で競合関係とならない領域

⇒各社の知見を共有し合い相互にレベル向上を図ることで、日本企業全体として模倣業者に打撃を与える

②各社の模倣品対策担当者との面識作りの場を提供する

⇒委員会活動や対面での議論を通じて、担当者同士のつながりを作る場を提供する

➂個社で解決できない課題は、組織(IPG、JETRO含む)の力を活用して解決を図っていく

⇒模倣品対策委員会は３０社が参加(４月時点)しており、規模が大きい組織になっている

可能な限り相互に情報交換を行い、参加者自身・参加企業全体の能力向上を図る
→ 各自の能力が向上すれば模倣品対策の効果も向上し、各社にも利益がある
(各社が当たり前と考えている活動内容が他社から見ると重要な情報かもしれない)

17



①模倣品対策に関する情報共有

・模倣品対策取組状況の調査

・EC平台侵害処理規則集の作成

・委員会企業、JETRO事務局による事例・課題共有（会合内テーマ議論）

②外部機関との交流

・ECプラットフォーマーとの交流&意見交換

・華東地区税関との交流&意見交換

18

24年度模倣品対策委員会

定例会合

外部交流

■活動概要



アンケート項目（一部）
No. 質問 回答欄

① オンライン対策について

下記EC・SNSについて、対策（調査・リンク削除申請等）を実施して

いる又はしたことがある場合は回答欄に１をご入力ください。

Alibaba（国際）

1688（国内）

Taobao 淘宝

T-Mall 天猫

JD 京东

PDD 拼多多

Wechat 微信

Douyin 抖音

REDBOOK 小红书

その他EC・SNS等（自由記入）

② オフライン調査・摘発について

下記項目について、実施している又はしたことがある場合は回答欄に

１をご入力ください。

模倣疑義業者の調査

警告状の送付

行政摘発

刑事摘発

その他対応（自由記入）

③ 摘発後の模倣業者に対する措置について

下記項目について、実施している又はしたことがある場合は回答欄に

１をご入力ください。

民事訴訟提起

対策終了の広報活動

取締機関への表敬・お礼

その他措置（自由記入）

④ 税関対応について

知財権登録（登録実績有→１を入力）

侵害被疑貨物の差押の申立（実施実績有→１を入力）

税関向け真贋鑑定セミナー実施状況（年間のおおよその件数を入力）

その他対応（自由記入）

⑤ 啓蒙活動等の実施

一般消費者や外部機関向けに実施したことのある啓蒙活動がございま

したらご記入ください
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24年度模倣品対策委員会

＜模倣品対策取組状況の調査＞

・オンライン対策状況について
・オフライン調査/摘発について
・摘発後の措置について
・税関対応について 等

・委員会参加企業を対象に模倣品対策取組状況に関するアンケートを実施

・アンケート結果は集計データとして整理し、委員会内で共有

定例会合

アンケート結果（一部）

■模倣品対策に関する情報共有

集計

（目的）日系他社の取組状況を参考にするとともに、自社の模倣品対策状況の位置付けを確認する。結果をもとに
交流機関など委員会の活動方針を決定する
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24年度模倣品対策委員会

＜ EC平台侵害処理規則集の作成＞

・対象ECごとに最新の侵害処理規則（申立必要資料、申立要件、処罰内容等）をまとめ体系化
※対象EC：Taobao、京東、拼多多、抖音、小紅書

・EC平台侵害処理規則集として委員会内で共有（日文・中文）

定例会合■模倣品対策に関する情報共有

侵害処理規則集（一部）

淘宝WG 京東WG 拼多多WG 抖音WG 小紅書WG

（背景）中国ECサイトは定期的にルール変更がなされており、個社で複数のECサイトの最新状況をウォッチし
続けることは負荷が大きい。

→委員会の人的リソースを活用し、手分けして調査・整理することで省力化を図る。個社ではケアでき
ていなかったECの最新規則を把握することで、各社施策の検討材料とする

中国IPG

模倣品対策委員会
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24年度模倣品対策委員会

中国IPG

模倣品対策委員会

アリババ

京東

PDD

TEMU

寧波税関

上海税関

抖音

< 各ECプラットフォーマー・税関との交流テーマ数 >

11課題/2要望

10課題/7要望

4要望

8課題

7課題

5課題

（意見交換）

各機関より得られた回答は
議事録化→委員会内で共有

質問・要望事項を事前募集
会合内で交流テーマを議論・選定

5EC平台・2税関との
交流会を実施

■外部機関との交流（全体概要） 外部交流

【24年度】



＜淘天集団との意見交流会＞

開催日 ：9/12 ＠アリババ杭州本社

アリババ ：1名

委員会 ：27名＋JETRO事務局（会場＋online）

言語 ：中国語・日本語（逐次通訳）

交流テーマ：アリババレクチャー、意見交流

（質問事項11問 要望事項2問）

交流会の様子・アリババ公式アカウント（AACA新观察）

24年度模倣品対策委員会

＜抖音との意見交流会＞

開催日 ：12/6 ＠抖音上海新オフィス

抖音 ：2名

委員会 ：34名＋JETRO事務局（会場＋online）

言語 ：中国語・日本語（逐次通訳）

交流テーマ：抖音レクチャー、意見交流

（質問事項5問）

抖音社外観・交流会の様子

■外部機関との交流（EC平台） 外部交流
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24年度模倣品対策委員会

＜寧波税関＞ ＜上海税関＞

開催日 ：7/25 ＠寧波税関

税関職員 ：3名

委員会 ：9名（7社＋JETRO事務局）

言語 ：中国語

交流テーマ：意見交流（質問事項8問）

開催日 ：7/26 ＠上海税関

税関職員 ： 4名

委員会 ：10名（7社＋JETRO事務局）

言語 ：中国語

交流テーマ：意見交流（質問事項7問）

税関外観・当日の様子 税関外観・当日の様子

■外部機関との交流（税関） 外部交流
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24年度模倣品対策委員会

■ 24年度活動まとめ

＜模倣品対策に関する情報共有＞

＜外部機関との交流＞

活動 成果概要

各社模倣品対策取組状況の調査 委員会参加企業の模倣品対策取組状況をデータ集計、委員会内で共有

EC平台侵害処理規則集の作成
主要5ECサイトの侵害処理規則集の作成・共有（日・中）
対象EC：Taobao、京東、拼多多、抖音、小紅書

会合内テーマ議論
会合での委員会企業の課題・事例共有
（Ex.真贋判断ポイント開示基準、立体・色彩商標活用事例、啓発活動事例等）

外部機関 成果概要

ECプラットフォーマー（５社）
アリババ（11課題/2要望）、京東（10課題/7要望）、抖音（4要望）、
PDD（5課題）、TEMU（意見交換）

税関（２税関） 上海税関（8課題）、寧波税関（7課題）

24



24年度模倣品対策委員会

次年度も参加企業および委員会全体の模倣品対策レベル向上を
目指し、活動を強化・継続して参ります。

謝謝！

25
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